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議決した議案 
件　　名 内　　容 結果

報
告 令和５年度練馬区繰越明許費繰越計算書の報告について 電力・ガス・食料品等価格高騰支援給付金経費、中小企業振興経費等、15事業に係る経費75億

757万7,439円を本年度に繰り越したことを報告する。 －

区
長
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議
案

区長の専決処分事項の承認について（練馬区特別区税条例の一部を改正する条例）
練馬区特別区税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第179条第１項の規定により令
和６年３月30日に専決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、承認を求める。
＜改正内容＞地方税法の一部改正に伴い、合計所得金額が1,805万円以下である納税義務者の特
別区民税所得割について、定額による特別税額控除を行う。

承認

練馬区立デイサービスセンター条例の一部を改正する条例
高野台デイサービスセンターで実施している認知症対応型通所介護事業及び介護予防認知症対応
型通所介護事業について、他施設での受入れ体制や他のサービスによる支援体制等を踏まえ、廃
止する。

可決

練馬区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 羽沢・桜台地区地区計画区域内及び上石神井駅周辺地区地区計画区域内における建築制限を定め
る。 可決

練馬区都市計画法の事務に係る手数料に関する条例の一部を改正する条例
特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例の一部改正により、宅地造成及び特定盛土
等規制法に基づく宅地造成等の許可等の事務が区に移譲されることに伴い、当該事務に係る手数
料の追加及び変更を行うとともに、条例の題名を改める。

可決

練馬区立都市公園条例の一部を改正する条例 西大泉なかよしひろば緑地（西大泉2－8－1）及び大泉町きのこ緑地（大泉町1－58－48）を新設
する。 可決

練馬区立学童クラブ条例の一部を改正する条例 ねりっこクラブの実施に伴い、大泉桜学園学童クラブを廃止する。 可決
練馬区ねりっこクラブ条例の一部を改正する条例 光和小ねりっこクラブ、大泉桜学園ねりっこクラブ及び橋戸小ねりっこクラブを新たに実施する。 可決

練馬区家庭的保育事業等の設備および運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、小規模保育事業Ａ型・Ｂ型及
び事業所内保育事業における保育士の配置基準の変更を行う。 可決

特別区道路線の認定について（６件） 道路法第８条第１項の規定に基づく特別区道路線の認定を行うに当たり、同条第２項の規定に基
づき議決を求める。 可決

特別区道路線の廃止および認定について（３件） 道路法第10条第１項及び第８条第１項の規定に基づく特別区道路線の廃止及び認定を行うに当た
り、同法第10条第３項及び第８条第２項の規定に基づき議決を求める。 可決

練馬区立田柄中学校既存校舎等解体工事請負契約 田柄中学校の既存校舎等解体を行うに当たり、工事請負契約を締結する。 可決
旧下田少年自然の家解体工事請負契約 旧下田少年自然の家解体を行うに当たり、工事請負契約を締結する。 可決
練馬区監査委員選任の同意について〔選任１号〕 藤井たかし議員を監査委員に選任することに同意を求める。 同意
練馬区監査委員選任の同意について〔選任２号〕 井上勇一郎議員を監査委員に選任することに同意を求める。 同意
練馬区教育委員会委員任命の同意について〔選任３号〕 小林三保氏を教育委員会委員に任命することに同意を求める。 同意
練馬区教育委員会教育長任命の同意について〔選任４号〕 三浦康彰氏を教育委員会教育長に任命することに同意を求める。 同意
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国による学校給食費無償化を求める意見書 下段に全文を掲載 可決

賛否の分かれた議案　※本会議で採決を行い、賛否が分かれたもの 〇…賛成　×…反対

件　　名 自民党 公明党 立憲民主 共産党 練馬会議 インクル 維新の会 生活ネット つながる みどりの風 参政党 れいわ練馬 結果
練馬区立デイサービスセンター条例の一部を改正する条例 〇 〇 〇 × 〇 × 〇 × × 〇 〇 〇 可決
練馬区監査委員選任の同意について〔選任１号〕 〇 〇 〇 × 〇 × 〇 × × × 〇 × 同意
練馬区監査委員選任の同意について〔選任２号〕 〇 〇 〇 × 〇 × 〇 × × × 〇 × 同意
練馬区教育委員会委員任命の同意について〔選任３号〕 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同意
練馬区教育委員会教育長任命の同意について〔選任４号〕 〇 〇 〇 × 〇 × 〇 × × 〇 〇 × 同意

結果のでた陳情
採択したもの
陳情番号 件　　名 結果 陳情番号 件　　名 結果
11 加齢性難聴者に対する補聴器購入費の補助について 採択 36 西武池袋線大泉学園駅にホームドアの早期設置を求めることについて 採択
22 一刻も早く大泉学園駅のホームドア設置を求めることについて 採択 58 三原台二丁目用地に新設される施設について 採択
24 区立小中学校の給食費完全無償化と安全な食材の給食を求めることについて〔第１項・第２項〕 採択 67 西武池袋線大泉学園駅へ早期のホームドア設置を求めることについて 採択
不採択としたもの
陳情番号 件　　名 結果 陳情番号 件　　名 結果
37 上石神井駅周辺地区地区計画の高さ規制について 不採択 54 石神井公園駅南口西地区再開発事業解体除却工事計画見直しを求めることについて 不採択
49 区立谷原保育園から私立保育園への転園が予定される園児に関する引継ぎについて 不採択 55 石神井公園駅南口西地区再開発ビル建設による風害等の対策を求めることについて 不採択
50 大泉第二中学校を分断し教育環境と地域の生活環境を損なう道路計画の見直しを求めることについて〔第１項〕不採択 56 インボイス制度の経過措置、特例制度の無期限延長を求める意見書を政府に提出すること等について 不採択
52 区立谷原保育園の当事者を置き去りにした閉園計画の撤回等を求めることについて 不採択 60 区立大泉学園町福祉園の存続を求めることについて 不採択
53 サンライフ練馬の存続を求めることについて 不採択
賛否が分かれたもの　※本会議で採決を行い、賛否が分かれたもの 〇…陳情の願意に賛成　×…陳情の願意に反対

陳情番号 件　　名 自民党 公明党 立憲民主 共産党 練馬会議 インクル 維新の会 生活ネット つながる みどりの風 参政党 れいわ練馬 結果
49 区立谷原保育園から私立保育園への転園が予定される園児に関する引継ぎについて × × 〇 〇 × 〇 × 〇 〇 × × 〇 不採択
50 大泉第二中学校を分断し教育環境と地域の生活環境を損なう道路計画の見直しを求めることについて〔第１項〕 × × × 〇 × 〇 × 〇 〇 × × 〇 不採択
52 区立谷原保育園の当事者を置き去りにした閉園計画の撤回等を求めることについて × × × 〇 × 〇 × 〇 〇 × × 〇 不採択
53 サンライフ練馬の存続を求めることについて × × × 〇 × 〇 × 〇 〇 × × 〇 不採択
54 石神井公園駅南口西地区再開発事業解体除却工事計画見直しを求めることについて × × × 〇 × 〇 × 〇 〇 × × 〇 不採択
55 石神井公園駅南口西地区再開発ビル建設による風害等の対策を求めることについて × × × 〇 × 〇 × 〇 〇 × × 〇 不採択
56 インボイス制度の経過措置、特例制度の無期限延長を求める意見書を政府に提出すること等について × × 〇 〇 × 〇 × 〇 〇 × 〇 〇 不採択
60 区立大泉学園町福祉園の存続を求めることについて × × × 〇 × 〇 × 〇 〇 × × 〇 不採択

審議の結果、全ての議案を可決しました。
議案の内容は、区議会ホームページでご覧いただけます。

陳情の要旨は、区議会ホームページでご覧いただけます。

会派の略称　 自民党：練馬区議会自由民主党　公明党：練馬区議会公明党　立憲民主：練馬区議会立憲民主党　共産党：日本共産党練馬区議団　 
練馬会議：練馬区議会未来会議・都民ファーストの会・国民民主党　インクル：インクルーシブな練馬をめざす会　維新の会：練馬区議会日本維新の会　 
生活ネット：生活者ネットワーク　つながる：つながる市民・練馬　みどりの風：練馬区議会みどりの風　参政党：練馬区議会参政党　れいわ練馬：れいわ新選組練馬

　今年は学校給食法施行から70 年となる。少子化対策につながる子育て世帯の負
担軽減策として学校給食の無償化に取り組む自治体が増えている。昨年の統一地方
選挙において各政党・各候補者がその実施を争点の一つとしたこともそれを後押し
したと考察する。
　学校給食費無償化により、これまで学校業務であった給食費の徴収・管理業務が
無くなり、教職員の負担軽減などの働き方改革にもつながるとされている。
　学校給食法第１条において、学校給食は「児童及び生徒の心身の健全な発達に資
するものであり、かつ、児童及び生徒の食に関する正しい理解と適切な判断力を養
う上で重要な役割を果たすものである」とされている。
　現在、各自治体で様々な取組が進められているが、共通する課題は、地域格差の
是正と制度の永続性を担保するための財源確保である。
　学校給食の意義を考えれば、自治体の判断や財政状況によって差が生じたり、事
業の継続性が損なわれることは望ましくない。
　国は昨年３月に「こども・子育て支援加速化プラン」において、学校給食の無償
化に向け、全国ベースでの学校給食の実態調査を進め、課題を整理していると聞い

ており、国による全国一律での学校給食費無償化を早期に決定すべきである。
　よって、本区議会は、国会及び政府に対し、以下の事項を要望する。

記
１ 　今なお、学校給食食材の高騰が継続している中、学校給食を安定的に提供する
ため、各校が実施する学校給食への支援について、財政措置を講じること。

２ 　学校給食法を改正するとともに、財政措置を講じて国の責任において学校給食
の無償化を進めること。

３ 　学校給食費軽減策を実施する各自治体に対して、無償化へ向けた国による恒久
的な財政支援が行われるまでの間、地方創生臨時交付金の継続や新たな交付金の
創設等により、その支援の拡充を図ること。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和６年６月３日

▷宛先・・衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、
　　　　　文部科学大臣、内閣府特命担当大臣（こども政策）

意 見 書 　６月３日に提出しました。

●国による学校給食費無償化を求める意見書
　（提出：文教児童青少年委員会）

要 請 書 　５月21日に、区長と議長が連名で「「核実験」中止を求める要請書」を
提出しました。 　全文はこちら→

https://www.city.nerima.tokyo.jp/gikai/kaigi/r6/dai2teirei/0602gian.html
https://www.city.nerima.tokyo.jp/gikai/kaigi/r6/dai2teirei/0602tinjoukekka.html
https://www.city.nerima.tokyo.jp/gikai/kaigi/r6/dai2teirei/0602iken/0602yoseisho.html
https://www.city.nerima.tokyo.jp/gikai/kaigi/r6/dai2teirei/0602iken/0602ikensyo.html
https://www.city.nerima.tokyo.jp/gikai/kaigi/r6/dai2teirei/0602tinjoukekka.html#cms9D592
https://www.city.nerima.tokyo.jp/gikai/kaigi/r6/dai2teirei/0602tinjoukekka.html#cms16236
https://www.city.nerima.tokyo.jp/gikai/kaigi/r6/dai2teirei/0602tinjoukekka.html#cmsFAD52



